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長野市上下水道局公告第 103号 

 

事後審査型一般競争入札の実施について 

 

長野市が発注する建設工事について、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以

下「令」という。）第 167条の６の規定により公告します。 

 

  令和８年８月26日 

長野市上下水道事業管理者 上 平 敏 久 

 

１ 入札対象工事 

工 事 名 夏目-蚊里田送水管布設若槻東条工区工事 

工 事 場 所 長野市大字若槻東条 

工 事 概 要 
送水管布設工    ＤＩＰ φ500 Ｌ＝93ｍ 

配水幹線布設工  ＤＩＰ φ400 Ｌ＝95ｍ 

工 期 

【フレックス工期契約制度適用工事】 

全体工期 

 契約日から令和10年１月25日まで（通常工期 428日） 

契約日から令和10年１月25日までの期間内で、受注者が申

し出た期間を実工事期間とし、工事開始期限（令和８年11月

24日）までに工事開始日を設定すること。 

【週休２日工事実施要領適用工事】 

本工事は、週休２日工事（発注者指定型）の対象である。 

そ の 他 

本工事は、長野市総合評価落札方式実施要領（令和２年４

月１日施行。以下「総合評価要領」という。）及び長野市電

子入札運用基準（平成22年４月１日施行。以下「電子入札運

用基準」という。）に定める入札方式による対象案件であ

る。 

本工事は上下水道局発注工事のため、長野市議会の議決を

要しない。 

 

２ 入札に参加できる者の条件 

参 加 資 格 

次に掲げる条件を、入札公告日から落札決定日まで全て満

たしていること。 

(1) 令第 167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 令和７・８・９年度長野市建設工事等競争入札参加資格
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者名簿に登載されていること。 

(3) 長野市建設工事等入札参加者指名停止等措置基準（昭和

60年５月１日制定。以下「指名停止措置基準」という。）

に基づく指名停止の措置を受けている者でないこと。             

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）第17条の規定によ

る更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 

225号）第21条の規定による再生手続開始の申立てをされた

者（更生手続又は再生手続開始の決定を受けた後、競争入

札参加資格再審査申請を提出し受理された者を除く。）で

ないこと。 

(5) 市税を滞納していないこと。 

(6) 当該工事の入札に参加する者との間に、資本関係又は人

的関係（以下「特定関係」という。）があると認められな

いこと。 

(7) 当該工事に係る設計業務の受注者でないこと又は当該受

注者と特定関係があると認められないこと。 

工事種別と等級格付等 水道施設工事  格付Ａ級の者 

建 設 業 許 可 
水道施設工事業について、特定建設業の許可を有している

こと。 

配 置 技 術 者 

(1) 配置技術者として、１級土木施工管理技士の資格を有す

る監理技術者を建設業法第26条に基づき配置すること。 

なお、監理技術者にあっては、水道施設工事業に係る監

理技術者資格者証の交付及び監理技術者講習を受けている

者であること。 

資格は、公告日現在で取得していること（登録が必要な

ものについては、登録が完了していること。）を必要とす

る。 

(2) 配置技術者は、価格以外の評価点申請書の提出のあった

日以前に３箇月以上の雇用関係を必要とする。 

(3) 請負代金額が4,500万円以上（建築一式工事では9,000万

円以上）となる場合は、配置技術者を専任で配置するこ

と。 

また、契約日（フレックス工期契約制度適用工事にあっ

ては工事開始日）において他の工事と専任制違反とならな

いこと。 

(4) 建設業法第26条第３項第２号（専任特例２号）の適用を
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受ける監理技術者の配置は、長野市建設工事における技術

者の兼務等に関する取扱要領(令和７年４月１日施行)及び

監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１国総建第

316号）に基づくこと。 

(5) 配置技術者は、落札候補者となった時点で、書面により

報告すること。 

(6) 競争入札参加資格の審査において、工事実績情報システ

ム（ＣＯＲＩＮＳ）等により配置技術者の専任に問題のあ

る事実が確認された場合には、入札は無効とする。 

(7) 原則として、配置技術者を契約時に変更することはでき

ない。 

本 店 の 所 在 地 
令和７・８・９年度長野市建設工事等競争入札参加資格者

名簿の本店情報に長野市の住所が登載されていること。 

 

３ 入札の日程等 

設計図書等の有償頒布 

長野市公共工事入札に係る設計図書等の有償頒布の実施に

関する要領（平成 30 年４月１日施行。以下「有償頒布要領」

という。）による、設計図書等の有償頒布はありません。 

設計図書等の閲覧 

令和８年８月26日（水）から令和８年10月１日（木）まで 

閉庁日を除く午前９時から午後４時 30 分まで（ただし、最

終日は、午後４時までとする。） 

長野市役所第一庁舎４階 財政部契約課 

設計図書等に関する 

質 問 受 付 

令和８年８月26日（水）から令和８年９月３日（木）まで 

（ただし、最終日は、午後４時までに財政部契約課へ到着し

た分までとする。） 

所定の様式によりＦＡＸで提出すること。 

ＦＡＸ番号  ０２６－２２４－５０６７（財政部契約課） 

質 問 へ の 回 答 

令和８年８月26日（水）から令和８年９月８日（火）まで 

質問者へのＦＡＸによる回答とともに、入札情報システム

へ質問・回答を掲載する。 

開 札 日 時 ・ 場 所 
日 時 令和８年10月２日（金） 午前９時から 

場 所 長野市役所第一庁舎４階 財政部契約課 

積算内訳書の開示 

・ 積 算 疑 義 受 付 

入札応札者のみ、開札日の午後３時から午後４時30分まで

及び翌開庁日の午前９時から午後４時までの間、契約課にお

いて積算内訳書を開示する。 

 積算に疑義があるときは、開札日の翌開庁日の午前９時か

ら午後４時までに、書面により疑義申立てすることができ

る。 
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４ 価格以外の評価点申請書の提出 

提 出 書 類 

(1) 価格以外の評価点申請書（工事成績等簡易型） 

(2) 工事成績評定に係る評価点算定表（工事成績で過去２年

間の工事成績評定点の平均を選択する場合に限る。） 

 電子入札システムにより提出すること。 

提 出 期 間 
令和８年８月26日（水）から令和８年９月８日（火）まで 

（ただし、電子入札システムが稼働している時間内とする。） 

 

５ 入札書及び工事費内訳書（総括）の提出 

提 出 書 類 

(1) 入札書 

  電子入札システムの入札書に入札金額を入力すること。 

(2) 入札金額に対応した工事費内訳書（総括） 

 電子入札システムの入札書に添付すること。 

なお、工事費内訳書（総括）は、令和７年12月12日付け

の「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律」の改正に基づき、材料費、労務費、法定福利費の事業

主負担額、建退共等制度の掛金及び安全衛生経費を明示す

ること。 

提 出 期 間 

令和８年９月９日（水）午前９時から 

令和８年９月10日（木）午後４時まで 

（ただし、電子入札システムが稼動している時間内とする。） 

 

６ 入札事項等 

入 札 事 項 

(1) この公告に示した入札参加者に必要な資格のない者及び

価格以外の評価点申請書を提出した時点において競争入札

参加資格のない者がした入札は無効とする。 

(2)「電子入札運用基準」第５条の規定により、価格以外の評

価点申請書、入札書及び工事費内訳書（総括）（以下「入

札書等」という。）の提出を書面により行う場合（以下

「紙入札」という。）は、「紙入札方式参加承諾願（様式

第１号）」を価格以外の評価点申請書の提出期間最終日の

正午までに提出し、承諾を得るものとする。 

なお、紙入札による入札方法は、「事後審査型一般競争

入札における紙入札方式の留意事項」により行うものとす

る。 

(3) 入札書等が提出期限までに契約課に到達しなかった場合
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は、入札を辞退したものとみなす。 

(4) 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

ア 紙入札方式による参加承諾を得ていない「紙入札」 

 イ 二以上の入札書（電子入札による入札と「紙入札」に

よる入札等を含む。）が提出された入札 

ウ 入札書の提出前に価格以外の評価点申請書の提出がな

い入札 

 エ 工事費内訳書（総括）の提出がない入札、記載事項の

不明確な入札 

オ 入札書と工事費内訳書（総括）又は工事費内訳書積算

金額が相違する入札 

カ その他入札に関し市の定める条件に違反した入札 

(5) 落札候補者となった場合に、提出期間内に競争入札参加

資格及び価格以外の評価項目確認書類を提出しないとき

は、当該入札者の行った入札は無効とする。 

(6) 調査基準価格が「設定有り」の場合、失格基準価格未満

で入札を行った者を失格とする。 

(7) 調査基準価格未満で入札を行った者は、総合評価点の最

も高い者であっても落札者とならない場合がある。 

(8) 入札者が１者のみの場合も有効とする。 

(9) 入札回数は、１回とする。 

入 札 保 証 金 免除 

調 査 基 準 価 格 設定有り 

失 格 基 準 価 格 設定有り 

契 約 保 証 金 契約金額の 100分の10以上の金銭的保証が必要 

前 払 金 

契約金額が 300万円（建築工事は 600万円）以上の場合に

適用（前払いの額は、各会計年度における出来高予定額の６

割以内で、中間前払金を含む。） 

部 分 払 金 契約金額が 1,000万円以上の場合に適用 

支 払 限 度 額 

各会計年度における請負代金の支払限度額は、以下のとお

り予定している。 

令和８年度    請負代金のおよそ 100分の20の額 

令和９年度    請負代金のおよそ 100分の80の額 

ただし、予算上の都合その他の必要があるときは、支払限

度額を変更することがある。 
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７ 総合評価に関する事項 

(1) 総合評価の方法（工事成績等簡易型） 

ア 総合評価点は、応札額が予定価格（消費税及び地方消費税を除く。）を超

えた者、又は失格基準価格未満で失格となった者を除いて、次の算式により

算定する。 

     総合評価点＝価格点＋価格以外の評価点 

イ 価格点と価格以外の評価点の配点は、次のとおりとする。 

(ｱ) 価格点      87.0点 

(ｲ) 価格以外の評価点 12.4点 

  ウ 価格点は、次の算式により算定する。 

(ｱ) 応札した入札価格が調査基準価格以上の者 

     価格点＝配点（87.0点）×調査基準価格／入札価格（小数点以下第３位 

四捨五入２位止め） 

(ｲ) 応札した入札価格が調査基準価格未満の者 

     価格点＝配点（87.0点）×入札価格／調査基準価格（小数点以下第３位 

四捨五入２位止め） 

  エ 価格以外の評価項目及び配点について 

 別紙の「価格以外の評価点算定基準（工事成績等簡易型）」のとおり。 

(2) 価格以外の評価点の公表等について 

  ア 公表日    令和８年９月28日（月）に入札情報システムへ掲載する。 

   価格以外の評価点に疑義があるときは、文書により照会することができる。 

提出先    長野市役所 第一庁舎４階 財政部契約課 

イ 疑義照会期間 令和８年９月29日（火）から令和８年９月30日（水）まで 

閉庁日を除く午前９時から午後４時30分まで 

（ただし、最終日は午後３時までとする。） 

ウ 修正が生じた場合の公表日 

令和８年10月１日（木）に入札情報システムへ掲載する。 

 

８ 落札者の決定方法等 

(1) 競争入札参加資格及び価格以外の評価項目の確認及び落札者の決定は、開札を

終了した後に行う。 

(2) 予定価格以下で、総合評価点の最も高い者（失格基準価格未満での入札者を除

く。）を落札候補者とし、落札を保留する。 

(3) 落札候補者は電子入札システムにより、入札参加資格確認書のみを候補となっ

た日の翌日（閉庁日を含まない。）の午後４時までに到着するよう提出するこ

と。 

(4) 落札候補者が２者以上になった場合には、電子くじにより落札候補者を決定す

る。 

(5) 落札候補者に対し、入札参加資格及び価格以外の評価項目が当該要件等を満た

していることを審査し、いずれも確認できた場合に落札者として決定するので、

落札候補者は入札参加資格及び価格以外の評価項目の確認書類を候補となった日
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の翌々日又はその翌日（閉庁日を含まない。）に提出すること。 

(6) 競争入札参加資格及び価格以外の評価項目の審査は、次のとおり競争入札参加

資格を満たしている者１人が確認できるまで行う。調査基準価格未満での入札が

あった場合には、低入札価格調査を実施した上で落札者を決定する。 

ア 競争入札参加資格の審査は、落札候補者から提出のあった入札参加資格確認

書類を審査し、満たしていない場合には落札候補を取消し、予定価格以下で、

次順位の総合評価点の高い者（失格基準価格未満での入札者を除く。）から確

認書類の提出を求め、順次審査を行う。 

イ 価格以外の評価項目の審査は、落札候補者から提出のあった価格以外の評価

項目確認書類を審査し、価格以外の評価項目を満たしていない場合には、評価

点を減点修正し、これにより総合評価順位が変動する場合には、落札候補を取

消し、予定価格以下で、次順位の総合評価点の高い者（失格基準価格未満での

入札者を除く。）から確認書類の提出を求め、順次審査を行う。 

(7) 落札者の決定は、原則として開札日以降入札参加資格確認書類の提出があった

日から起算して２日（閉庁日を含まない。）以内に行う。（低入札価格調査を実

施した場合を除く。） 

(8) 落札者を決定したときは、直ちに落札者に対し電子入札システムによる電子メ

ール及び電話により連絡し、契約締結に必要な事項を指示する。 

(9) 競争入札参加資格がないと認められた者に対しては、競争参加資格審査結果通

知書により通知する。 

(10) 競争入札参加資格がないと認められた者は、原則として競争参加資格審査結

果通知日の翌日から起算して３日以内に、書面により理由について説明を求める

ことができる。 

(11) 説明を求めた者に対しては、原則として書面を受け取った日の翌日から起算

して４日以内に書面により回答する。 

(12) 契約前に、価格以外の評価内容を満たさない事実が確認された場合には、当

該落札者と契約を締結しない場合がある。 

 

９ 入札参加資格及び価格以外の評価項目確認書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札参加資格 

の審査 

(1) 事後審査型一般競争入札参加資格確認書 

(2) 施工実績調書（「２ 入札に参加できる者の条件」にある場

合のみ） 

  当該工事の「竣工時工事カルテ受領書」若しくは「登録内容

確認書（工事実績）」の写しを添付すること。 

(3) 配置技術者調書 

 ア  免許、資格等の写しを添付すること。 

 イ  配置技術者が監理技術者の場合は、「監理技術者資格者

証」（表・裏）及び「監理技術者講習修了証」の写しを添付

すること。 

 ウ 技術者の３箇月以上の雇用関係が確認できるもの（住民税
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特別徴収税額通知書の写し（課税額及び本人以外の氏名等に

マスキングを施すこと。）、健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書の写し（標準報酬月額及び本人以外の

氏名等にマスキングを施すこと。）等）を添付すること。 

(4) 納税証明書（長野市入札参加用） 

  入札日において、証明年月日が３箇月以内のもの（写し可） 

(5) 「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 

契約日において、通知書の審査基準日から１年７箇月以内の

もの 

(6) 入札金額に対応した工事費内訳書（「工事費内訳書（総

括）」を表紙とすること。） 

なお、工事費内訳書は、工事費内訳書（総括）と同様に材料

費、労務費、法定福利費の事業主負担額、建退共等制度の掛金

及び安全衛生経費を明示すること。 

価格以外の 

評価項目 

の審査 

(7) 価格以外の評価点申請書（工事成績等簡易型）及び添付書類 

(8) 工事成績評定に係る評価点算定表（工事成績で過去２年間の

工事成績評定点の平均を選択する場合に限る。） 

※  入札参加資格の審査と重複する書類がある場合は、添付の必

要はありません。 

 

10 入札に関する書類の提出先及び問い合わせ先 

長野市役所 第一庁舎 ４階 財政部契約課   

ＴＥＬ ０２６－２２４－５０１５(直通） 

 

11 その他 

入札は、「長野市事後審査型一般競争入札実施に関する要綱」、「総合評価要

領」、「長野市低入札価格調査制度実施要領」、「長野市建設工事等競争入札心

得」、「電子入札運用基準」、「長野市電子入札システム利用規約」、「有償頒布

要領」及び「建設工事等の積算疑義の申立てに関する要領」の規定に従い行う。 

この契約は、長野市公契約等労働環境報告書及び施工体系図の提出を要する。 

  落札候補者から提出された工事内訳書の直接工事費について労務費ダンピング調

査を実施し、労務費が著しく低い恐れがあると発注者が判断した場合は、その直接

工事費の算出について理由書の提出を求め、正当な理由がない等の場合は発注者か

ら建設Ｇメンに通報する。 


